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　(1)　久御山町水道事業の沿革
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　・本町の水道事業は昭和４３年（１９６８年）４月に給水を開始して以来、水需要の増大に対応
　 するため、順次、拡張事業を実施してきました。
　・平成５年（１９９３年）に認可取得した第３次拡張事業では、計画給水人口２２，０００人、計画
　 １日最大給水量１８，０００㎥とし、新たに第２浄水場や配水場などの整備を計画しましたが、
　 近年、水需要が減少傾向にあることから、第１期工事（北浦配水場の整備）を終えた時点で、
　 現在は事業を休止しています。

【久御山町水道事業の沿革】

施工期間 計画値

事業費
（百万円）

事業概要
着工 竣工

給水人口
（人）

１日最大
給水量

（㎥／日）

創　　　　設 Ｓ４２．８ Ｓ４４．６ １０，０００ ３，０００ １０１
佐古浄水場の整備
京都府営水道から受水

第１次拡張 Ｓ４７．６ Ｓ４９．３ １５，０００ １０，０００ １７８ 第１、２配水池建設

第２次拡張 Ｓ５０．１０ Ｓ６１．５ ２０，０００ １５，０００ ５３７
自己水源（深井戸）の整備
第３、４配水池建設

第３次拡張 Ｈ５．１１ 継続中 ２２，０００ １８，０００ １，３７４
（計画予定額）

北浦配水場建設
第１期工事（Ｈ７．２竣工）



　(2)　水道施設の概要
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　本町には、井戸水を処理した浄水と京都府営水道からの受水をブレンドして配水する佐古浄
水場と京都府営水道からの受水を配水する北浦配水場があります。

【 佐古浄水場 】 【 北浦配水場 】
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【 佐古浄水場 浄水処理・配水フロー図 】



水道事業は、地方公営企業法の適用を受ける「公営企業」です。

　(3)　経営の原則

【経済性の発揮と公共の福祉の増進】
　水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されな
ければならないとされています。
　水道事業では、必要不可欠な水道水を、安全・安心に、安定的、持続的に供給することと、企業としての経済性を発揮
し、能率的・合理的な経営を図ることとの両立を常に追求しています。

地方公営企業法
（経営の基本原則）
第三条　地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように
　 運営されなければならない。

経済性 公共性と　　　　　　　　　　　　　　　　の二大原則

独立採算制

経済性を発揮して能率的・合理的な事業運営を行い、
最小の経費で最良のサービスを提供することが、公共
の福祉の増進に資することとなります。
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　(3)　経営の原則

【独立採算制による経営】
　水道事業は、『受益者負担』の原則に則った『独立採算制』により経営しなければならないとされています。
　つまり、税金でまかなわれている一般の行政サービスとは異なり、事業に必要な経費は、主に事業による収入である
水道料金でまかなわなければなりません。

独立採算制

受益者負担

事業に必要な経費は、経営に伴う収入でまかなう。

特別の利益を受ける者（受益者）が、料金として負担する。

　施設の更新・耐震化に要する建設改
良費も含め、基本的に経費は料金収
入でまかなわなければなりません。

（例外：国庫・府補助金、一般会計繰入
金（基準内）等）

ポイント

くみやま水道

安全 強靱 持続

水質
管理

鉛管
解消

耐
震
化

基盤
強化

施設
更新

補
助
金

料　金　収　入
分
担
金

　水道事業は、皆さんからの
　料金収入で支えられています。

ポイント
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　(4)　これまでの取組

【佐古浄水場耐震補強工事】
　本町では、水道施設の耐震化に早期に取組み、平成18年度に各施設に対する耐震性調査を実施し、
劣化補修や耐震補強を要することが判明した施設について、平成22年度から耐震補強工事を開始し、
平成25年度に完成しています。

　　　　久御山町の浄水施設，配水池（佐古浄水場）の耐震化率は100％
　　　　となっており、地震に強い水道施設が構築されています。

ポイント

年 度 平成22年度 平成23年度 平成24～25年度

事業費 216百万円 189百万円 352百万円

中央管理棟耐震補強、改修 第２配水ポンプ井改修 第１配水ポンプ井改修

配水ポンプ棟屋根防水 第１配水池耐震工事、防水 第２配水池耐震工事、防水

沈澱池２池改修 第３配水池耐震化 第１配水池太陽光発電設置

急速ろ過機３機耐震補強 急速ろ過機操作盤更新 配水ポンプ棟発電機更新

場内配管布設替え 場内配管布設替え 場内配管布設替え

緊急遮断弁設置 緊急遮断弁設置 電気・車庫棟新設、外構工事

佐古浄水場耐震補強工事（工期：平成22年度～平成25年度　総事業費：757百万円）

工 事
概 要

［浄水施設の耐震化率］

久御山町：100％

全国平均：43.4％（R4）

［配水池の耐震化率］

久御山町：100％

全国平均：63.5％（R4）
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　(4)　これまでの取組

【経営健全化の取組】
　本町の水道事業では、これまで組織体制の見直し、職員定数の適正化、民間委託の推進、収納率向上
対策の強化、漏水対策など様々な経営健全化の取組を行ってきました。

＜組織体制の見直し＞
　平成25年４月から上下水道部を廃止し、事業建設部（現在は事業環境部）に統合し、水道事業を所管する水道課と下
水道事業を所管する下水道課の組織統合を行い、新たに上下水道課として事業運営を行っています。この組織統合に
伴い、職員定数の見直しを行い人件費を削減しました。
　※平成24年度：19名（嘱託員、臨時職員含む。）　→　平成25年度：17名（嘱託員、臨時職員含む。）

＜職員定数の適正化＞
　組織統合以降も、効率的な業務の遂行に向け、各職員の業務内容の見直しなどを行い、適正な業務量となるよう再
配分を行うことにより、職員定数の適正化を図り、人件費を削減しています。
　※平成25年度：17名（嘱託員、臨時職員含む。）　→　 令和６年度：15名（会計年度任用職員含む。）

＜民間委託の推進＞
　業務の効率化・軽量化、コスト削減を図るため、浄水場などの水道施設の管理業務や水質検査業務、水道メーター検
針業務などの一部業務を民間企業に委託しています。

＜収納率向上対策の強化＞
　水道使用者間での負担の公平化を図るとともに、今後の更新投資などに要する財源の確保を図るため、督促、催告、
停水執行等による滞納整理業務の強化や、ペイジー口座振替受付サービスの導入などによる口座振替の推進など、
収納率の向上に向けた取組を実施しています。

＜漏水対策＞
　漏水箇所を早期に発見し、配水管及び給水管の修繕を行うことにより、漏水によって生じる損失を最小限に防ぐため、
継続的に漏水調査業務を実施しています。漏水対策により、本町水道事業の有効率は高い水準を維持しています。
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安全・安心な水を安定してお届けするためには、さまざまな経費がかかります。

　(1)　給水原価

137.48円

56.68円

10.24円
7.98円

14.31円

水道水１㎥当たりに
かかる経費（給水原価）

<令和５年度実績>

２２６．６９円

京都府営水道等への
受水費と自己水源か
ら水をくみ上げ浄水場
できれいな水にする
ための費用

配水池から使用者の蛇
口まで水を送るための
費用と配水管を維持管
理するための費用

水道メーターの検針や
使用者から料金等を
いただくための費用

水道メーターの維持
管理のための費用

その他の水道事業の
運営のための費用

（60.7％）

（25.0％）

（4.5％）
（3.5％）

（6.3％）

急速ろ過機

沈澱池
配水ポンプ
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水道水１㎥当たりの平均単価（令和５年度実績）
　

　供給単価　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　
　給水収益　454,420千円
　有収水量　2,475,938㎥ 183.53円/㎥

１㎥（供給単価183.53円）の水道水の水量は？

お風呂・浴槽（約200ℓ）

５杯分

ペットボトル（500mℓ）

2,000本分・・・

　(2)　供給単価

※有収水量とは、皆さんから料金をいただ
いた分の給水量のことです。

※給水収益とは、皆さんにお支払いいただ
いた水道料金のことです。（水道料金臨
時助成事業減免実績額を加えた実質の
給水収益で算出しています。）

　　　　給水原価226.69円に対して、供給単価が183.53円となっており、
　　　　水１㎥当たり43.16円の原価割れが発生しています。

ポイント

１本約0.09円
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　(3)　給水人口と有収水量の推移
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　・給水人口は、平成３年度の１８，７２４人をピークに減少傾向にあり、令和５年度には１５，３２２
　 人まで減少しています。
　・有収水量は、給水人口の減少や節水機器の普及などの理由により、平成６年度の約３，４４１千
　 ㎥をピークに減少傾向にあり、 令和５年度には約２，４７６千㎥まで減少しています。

【給水人口・有収水量の推移（平成元年度～令和５年度）】



　(4)　有収水量と給水収益の現状
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　・給水収益は、平成１３年度の水道料金の減額改定以降、有収水量の減少に伴い減少傾向が
　 続き、平成３０年度には３９１，６２３千円まで減少していました。
　・平成３０年度に策定した水道事業経営戦略及び水道事業検討委員会の提言に基づき、水道
　 施設の更新・耐震化に必要な財源を確保するため、令和２年１月以後に確定する水道料金か
　 ら平均改定率２４％の増額改定を実施しました。
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給水収益（料金収入）

平均改定率２４％の増額改定
（令和２年１月１日適用）

【有収水量・給水収益の推移（平成１２年度～令和５年度）】

水道料金臨時助成事業
減免実績額含む



　令和５年度決算では、有収水量の減少に伴う給水収益の減少や本町が受水する京都府営
水道の料金改定及び物価高騰等に伴う費用の増加により、５５，００９千円の純損失（赤字）と
なりました。（令和４年度に引き続き２年連続の赤字決算）

【令和５年度決算】
損益計算書

費　用 金　額 収　益 金　額

営 業 費 用 ６０５，１４３ 営 業 収 益 ４７８，４９２

営 業 外 費 用 １２，４９７ 営 業 外 収 益 ８４，１３９

当年度純損失 ５５，００９

計 ６１７，６４０ 計 ６１７，６４０

当 年 度 純 損 失 ５５，００９

前 年 度 繰 越 欠 損 金 ５７，３５３

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １１２，３６２

（単位：千円） 貸借対照表

借方 貸方

科　目 金　額 科　目 金　額

固 定 資 産 ４，０１６，５５８ 固 定 負 債 ８５４，９８５

流 動 資 産 ４５５，３８２ 流 動 負 債 １４９，４６８

繰 延 収 益 １，２１７，４３６

資 本 金 ２，３２２，０１０

剰 余 金 △７１，９５９

欠 損 金 △７１，９５９

積 立 金 ４０，４０３

未処理欠損金 △１１２，３６２

計 ４，４７１，９４０ 計 ４，４７１，９４０

（単位：千円）

　(5)　決算の状況

　　　　令和５年度は、５５，００９千円の純損失（赤字）となり、これまで
　　　　繰り越してきた欠損金と合せて１１２，３６２千円の未処理欠損金
　　　　を計上することとなりました。今後も、赤字は続く見込みであり、
　　　　本町水道事業の経営環境は非常に厳しい状況となっています。

ポイント
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　(6)　水道管路の現状（令和５年度末）
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（29,962.1m）
非経年管
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管路経年化率

令和６年度からは、

昭和５９年度以降に布設された管
が順次、法定耐用年数（４０年）を
超えていくことになります。

　水道管路の総延長は、令和５年度末で約１０９．５㎞となり、そのうち法定耐用年数（４０年）を超
えた経年管は約３０．０㎞（２７．４％）となっています。



水道管が老朽化すると、漏水が発生する可能性が高くなります。

　水道管（配水管）の継手部（ジョイント）より漏水している状況

　(7)　水道管の老朽化

漏水事故事例

　令和３年10月３日に起きた、和歌山市六十谷水管橋落下
　出典：国土交通省 近畿地方整備局HP

水道管の突発破裂事故
出典：水道技術研究センター
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水道管の適切な更新・耐震化が実施されていなければ、安全・安心な水を安定的に供給できない
だけではなく、大規模災害時等において、断水が長期化し、住民生活に甚大な影響を及ぼします。

　(8)　水道管の耐震化

地震による被害事例

東日本大震災による水管橋の破損
（大崎広域水道）
出典：厚生労働省

地震により大規模な漏水事故が発生
出典：厚生労働省

　　　　漏水被害を未然に防止し、南海トラフ巨大地震等の大規模災害
　　　　の発生に備えるため、水道管の更新・耐震化を計画的に進め、
　　　　強靱な水道を構築しなければなりません！！

ポイント

＜令和６年 能登半島地震（R6.1.1発災）＞
・６県38事業者において最大約13.6万戸が断水
・復旧が遅い地域では、５月31日に断水解消
 （一部早期復旧困難地域を除く）
・全国自治体から応急給水・復旧支援を実施

久御山町からの応急給水活動
（石川県能登町）
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　(1)　給水人口と有収水量の予測
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　・国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」を基に予測
　　した結果、本町の給水人口は、今後も減少傾向で推移する見通しです。
　・有収水量も、給水人口の減少等に伴い減少傾向で推移する見込みです。

【給水人口・有収水量の推計（令和２年度～令和45年度）】

推　　　計

ビジョン計画期間

R5　15,322人

R15　14,400人

R25　13,098人

R35　11,976人
R15　2,447千㎥

R25　2,316千㎥

R35　2,198千㎥



　(2)　更新需要の見通し
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　・現状の施設を維持しながら必要な更新事業を行う場合、今後80年間で総額約277億円が必要と
　 なります。
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H30～R4年度建設改良費平均：約176百万円

更新需要80年間総額：約277億円

1年あたりの平均額：約346百万円



　(3)　総括（現状と課題・将来の事業環境）
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課　題

課題３ 大規模災害の発生に備え、強靱な水道を構築するため、老朽化し
た水道管の更新・耐震化を計画的に進めていく必要があります。

課題１ 水需要の減少に伴い料金収入が減少しており、今後も同様の傾向
が続く見込みです。

課題２ 水需要の減少に伴い施設の能力と実際の給水量に大きな乖離が
生じています。

　　　　

ポイント
投資と財源のバランスを検討する必要があります。

料 金

企業債
（借入れ）

更新投資

負担のあり方
現世代・将来世代

「安全・安心」と
「持続可能性」
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　基本理念と基本目標

　「久御山町水道事業ビジョン（第２次）」では、「安全・安心で安定的な久御山町の水道を、水道事業者と
使用者が一丸となって未来につないでいく」という思いを込めて、『安全・安心な水を未来につなぐ　みん
なで支えるくみやま水道』を新たな基本理念としました。
　また、その基本理念を推進し、実現するため、「安全」・「強靱」・「持続」の３つの基本目標を
掲げました。

いつまでも
健全に持続できる

水道

基本理念
(将来像)

基本目標

安全な水を
いつも送る水道

強靭で安定した
水道

安全・安心な水を未来につなぐ みんなで支えるくみやま水道

安全 持続強靭

SDGｓ目標

23
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　(1)　安全な水をいつも送る水道
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ア　水質管理の充実と強化

＜具体的施策＞　水安全計画の確実な遂行

水安全計画

水源から蛇口までの一体管理

ＨＡＣＣＰ的管理手法

水源管理

浄水管理

給配水管理

水質管理

【水安全計画の概念図】

（出典：厚生労働省「水安全計画策定ガイドライン」より一部変更して引用）

イ　鉛製給水管の解消

＜具体的施策＞　鉛製給水管の取替え推進

道路境界

道路 宅地

水道メーター

配水管（町所有）

給水管（メーター除く）

鉛製給水管

施工範囲

施工範囲（約30cm）

【鉛製給水管の施工範囲】



　(2)　強靱で安定した水道
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ア 重要給水施設配水管耐震化事業の完遂

＜具体的施策＞　重要給水施設配水管の耐震化の推進

【重要給水施設配水管耐震化事業の進捗状況（令和５年度末時点）】 ＜数値目標＞
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管路（平準化前） 管路（平準化後）80年間の更新需要
約179億円

R6～R9年度は重要給水施設配水管耐震化事業を
引き続き推進する。

平準化後
管路更新延長：平均1,610m/年
管路更新率：平均1.47％/年
更新投資額：平均2.3億円/年

平
準
化

　(2)　強靱で安定した水道
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イ　老朽管の計画的な更新

＜具体的施策＞　老朽管の計画的な更新

ウ　非常時対応能力の強化

＜具体的施策＞　給水拠点非常用給水栓の設置

【災害等発生時の事業継続の概念図】【管路更新需要の平準化】

自家発電機の燃料確保

危機管理マニュアルの適宜見直し

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル

被害の早期発見ができ
ず被害が拡大

被害の早期発見により
被害拡大を抑制

応急給水を実施して、
サービスを継続

応急給水ができず、
サービスの提供が不能

応急復旧体制が構築で
きず、復旧が遅延

応急復旧体制を構築
し、迅速に復旧

40％

低

高

（平時）
100％

災害等の発生

：予防対策

：応急対策

【凡例】

時間

～事前対策～ ～事後対策～

（出典：厚生労働省「危機管理対策マニュアル策定指針【共通編】」） 
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更新需要を平準化し、財政負荷など
の均等化を図っている。
（将来事業も今後平準化を行う。）

　(3)　いつまでも健全に持続できる水道
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ア ダウンサイジングの検討

＜具体的施策＞　北浦配水場休廃止の詳細検討

【施設の更新需要（北浦配水場休廃止）】 ＜北浦配水場休廃止の費用削減効果＞



　(3)　いつまでも健全に持続できる水道
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イ 事業経営基盤の強化

＜具体的施策＞　経営審議会での経営課題等の審議

アセットマネジメントや経営戦略に基づ
く適切な水道料金の検討

企業債発行額の抑制

＜数値目標＞

＜財政計画＞
　現在の料金水準を維持した場合、水需要の減少に伴う
料金収入の減少や物価高騰等に伴う費用の増加の影響
により、近い将来に資金ショート（資金不足）を起こす可
能性が高くなっています。水道事業を健全に運営するた
めには経常収支比率を100％以上に保つ必要があり、そ
のためには今後の物価上昇等も考慮した適切な料金改
定が必要です。
　「久御山町水道事業ビジョン（第２次）」では、水道施設
の更新・耐震化を推進したうえで、資金ショートを回避し、
企業債残高の過度な増加を抑えるとともに財政の安全
性を確保することができる料金水準となるよう、令和７年
度に、16.9％の料金改定を実施するものとして見込んで
います。この改定率については、ダウンサイジング（北浦
配水場の休廃止）の費用削減効果により、前回経営戦略
（平成31年３月策定）で示した改定率に抑えることができ
たものです。また、令和７年度以降についても、経常収支
比率100％以上が保てるよう、５年ごとに料金水準の見
直しを見込んでいます。

【経常損益及び経常収支比率の経年推移】

料金改定

料金改定
予定

料金改定
予定



　(3)　いつまでも健全に持続できる水道
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エ 環境への取組

＜具体的施策＞　省エネルギー性能の高い配水ポンプ
　　　　　　　　　　　 

【佐古浄水場の太陽光発電システム】

太陽光発電の継続運用
の導入

ウ 広報活動の推進

＜具体的施策＞　上下水道だより及びHP等の内容の充実



安全・安心な水を未来につなぐ
みんなで支えるくみやま水道 

・　「安全」な水をいつも送る水道

・　「強靱」で安定した水道

・　いつまでも健全に「持続」できる水道

　水道事業の経営に、ご理解・ご協力をお願いします。

の実現のために、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【お問い合わせ先】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒６１３－８５８５　京都府久世郡久御山町島田ミスノ３８番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　０７５－６３１－９９８７ ／ ０７７４－４５－３９１９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホームページ　http://www.town.kumiyama.lg.jp/

久御山町事業環境部上下水道課


